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滋賀県商工観光労働部商工政策課

滋 賀 県

令和5年度 第1四半期
(令和5年4～6月期)



滋賀県では、県内の景気動向の把握を目的として、四半期毎に景況調査を実施

しております。今期(令和5年4～6月期)の調査結果の概要は次のとおりです。過

去の景況調査結果報告書については、滋賀県公式ホームページをご覧ください。

滋賀県公式ホームページ
https://www.pref.shiga.lg.jp/ippan/shigotosangyou/syougyou/300168.html

目的：滋賀県内の景気動向を把握するため

送付方法：郵送アンケート

回答受付方法：しがネット受付サービス、郵便、FAX、e-mail

調査対象企業数：滋賀県内の事業所（750社）

回答受付期間：令和5年5月19日～6月16日
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しがネット FAX 郵送 Eメール 合計

回答数 372 33 7 1 413

(割合) 90.1% 8.0% 1.7% 0.2% 100.0%



回答企業数：413社（回答率55.1%）

※大企業28社、中小企業385社(うち小規模事業者128社)

(参考) 地域・業種別回答事業所内訳

(参考) 規模・業種別回答事業所内訳
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製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業 合計

大企業 12 2 0 5 9 28

中小企業・
小規模事業者

138 71 24 49 103 385

合計 150 73 24 54 112 413

(業種別比率) 36.3% 17.7% 5.8% 13.1% 27.1% 100.0%

製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業 合計

大津地域 14 10 6 9 23 62

南部地域 34 15 5 6 20 80

甲賀地域 23 9 2 8 12 54

東近江地域 26 13 5 7 14 65

湖東地域 18 5 5 12 20 60

湖北地域 19 9 1 8 12 49

高島地域 16 12 0 4 11 43

合計 150 73 24 54 112 413



【結果の概要（業況ＤＩ）】

• 【全体】 今期は▲1.7と、前期と比べて7.9ポイント改善した。

来期は▲3.4と、マイナス幅が拡大する見通しである。

• 【規模別】 大企業では＋28.6とプラス幅が拡大し、中小企業(小規模事業者を含む)では

▲3.9とマイナス幅が縮小した。

来期は、大企業が＋25.0とプラス幅が縮小し、中小企業は▲5.5とマイナス幅が拡大す

る見通しである。

• 【業種別】 前期と比べて、製造業・建設業・卸売業・サービス業で改善し、小売業で悪化し

た。

来期は、製造業はマイナス幅が縮小する一方、小売業は横ばい、サービス業はプラス幅

が縮小、建設業はマイナス幅が拡大、卸売業はマイナスに転じるなど、業種によって見通し

に違いがみられる。

※本調査でのDI(ディフュージョン・インデックス)：「増加(好転・上昇・過剰等)」と回答した事業所数の構成比から
「減少(悪化・低下・不足等)」と回答した事業所数の構成比を差し引いた値である。

※今期：令和5年4～6月期、来期：令和5年7～9月期

※業況、生産、売上、経常利益、雇用の水準は昨年同時期と比較した回答、
在庫数量、資金繰り、引合いは今期と来期の状況についての回答である。
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リーマン・ショック

（H20年9月）

H20年度④県内業況DI：▲57.7

東日本大震災

（H23年3月）

H22年度④県内業況DI：▲16.1

県内業況DI最高値

（H19年度調査以降）

H25年度④県内業況DI：6.5

消費税増税（５→８％）

（H26年４月）

H26年度①県内業況DI：▲5.2

消費税増税（８→10%）

（R１年10月）

R1年度③県内業況DI：▲24.4

「新型コロナウイルス感染症」の感染拡大

（R２年１月～）

R２年度①県内業況DI：▲69.6（最低値）

R5年度①

県内業況DI：▲ 1.7

▲ 80.0

▲ 70.0

▲ 60.0

▲ 50.0

▲ 40.0

▲ 30.0

▲ 20.0

▲ 10.0

0.0

10.0

20.0

業況ＤＩの推移
（平成20年度 第１四半期～令和5年度第1四半期）



【今期（令和5年4～6月期）の景況】 ※前年同時期との比較
業況DIはマイナス幅が縮小、生産DIはマイナス幅が拡大、売上DI・経常利益ＤＩはプラスに転じた。
雇用の水準DIはマイナス幅が拡大し、不足感が強まった。

【来期（令和5年7～9月期）の見通し】
業況ＤＩはマイナス幅が拡大、生産DIはマイナス幅が縮小、売上DIはマイナスに転じ、経常利益DIはプラス幅が拡大する見通し。
雇用の水準DIはマイナス幅が拡大し、不足感が強まる見通し。
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第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 見通し

R1（2019）年度 R2（2020）年度 R3（2021）年度 R4（2022）年度 R5(2023)年度

業況 ▲ 16.2 ▲ 20.6 ▲ 24.4 ▲ 26.7 ▲ 69.6 ▲ 65.0 ▲ 51.0 ▲ 49.4 ▲ 27.9 ▲ 20.7 ▲ 13.1 ▲ 24.4 ▲ 7.4 ▲ 13.0 ▲ 8.5 ▲ 9.6 ▲ 1.7 ▲ 3.4

生産 ▲ 16.0 ▲ 29.3 ▲ 23.3 ▲ 40.9 ▲ 67.2 ▲ 67.0 ▲ 63.4 ▲ 53.8 ▲ 15.0 2.3 9.4 ▲ 9.1 ▲ 8.2 ▲ 7.0 ▲ 0.8 ▲ 10.3 ▲ 18.8 ▲ 3.4

売上 ▲ 13.8 ▲ 21.1 ▲ 24.8 ▲ 26.8 ▲ 72.5 ▲ 65.5 ▲ 60.0 ▲ 48.8 ▲ 24.5 ▲ 14.9 ▲ 15.8 ▲ 20.8 ▲ 0.7 0.8 ▲ 1.6 ▲ 1.4 1.5 ▲ 1.7

経常利益 ▲ 19.9 ▲ 26.5 ▲ 26.8 ▲ 28.3 ▲ 69.2 ▲ 66.7 ▲ 53.7 ▲ 47.7 ▲ 24.7 ▲ 4.3 ▲ 0.6 ▲ 7.6 0.0 5.7 3.5 ▲ 3.6 10.2 11.7

雇用の水準 ▲ 35.5 ▲ 31.9 ▲ 30.9 ▲ 28.9 3.4 ▲ 3.1 ▲ 13.1 ▲ 20.1 ▲ 18.6 ▲ 21.3 ▲ 29.4 ▲ 31.8 ▲ 32.8 ▲ 34.6 ▲ 39.6 ▲ 39.8 ▲ 41.3 ▲ 45.6
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各種ＤＩの推移
（令和元年度 第1四半期～令和5年度 第1四半期）
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【大企業】 今期：+28.6とプラス幅が拡大した。 来期：+25.0とプラス幅が縮小する見通し。

【中小企業】 今期：▲3.9とマイナス幅が縮小した。 来期：▲5.5とマイナス幅が拡大する見通し。
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第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 見通し

R1(2019)年度 R2(2020)年度 R3(2021)年度 R4(2022)年度 R5年度

全体 ▲ 16.2 ▲ 20.6 ▲ 24.4 ▲ 26.7 ▲ 69.6 ▲ 65.0 ▲ 51.0 ▲ 49.4 ▲ 27.9 ▲ 20.7 ▲ 13.1 ▲ 24.4 ▲ 7.4 ▲ 13.0 ▲ 8.5 ▲ 9.6 ▲ 1.7 ▲ 3.4

大企業 ▲ 5.0 ▲ 20.0 ▲ 13.7 ▲ 49.0 ▲ 71.4 ▲ 54.5 ▲ 32.1 ▲ 28.1 2.9 18.2 12.1 ▲ 13.3 9.4 ▲ 6.9 ▲ 11.5 0.0 28.6 25.0

中小企業 ▲ 17.3 ▲ 20.7 ▲ 26.0 ▲ 23.2 ▲ 69.4 ▲ 66.5 ▲ 53.4 ▲ 52.7 ▲ 31.8 ▲ 25.0 ▲ 15.6 ▲ 25.4 ▲ 8.8 ▲ 13.5 ▲ 8.3 ▲ 10.4 ▲ 3.9 ▲ 5.5
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【企業規模別】業況DIの推移
（令和元年度 第1四半期～令和5年度 第1四半期）
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【製造業】 今期：▲10.7とマイナス幅が縮小した。 来期：▲6.0とマイナス幅が縮小する見通し。

【建設業】 今期：▲11.0とマイナス幅が縮小した。 来期：▲19.2とマイナス幅が拡大する見通し。

【卸売業】 今期：+4.2とプラスに転じた。 来期：▲16.7とマイナスに転じる見通し。

【小売業】 今期：▲5.6とマイナス幅が拡大した。 来期：▲5.6と同水準の見通し。

【サービス業】 今期：＋17.0とプラス幅が拡大した。 来期：＋14.3とプラス幅が縮小する見通し。
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第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 見通し

R1(2019)年度 R2(2020)年度 R3(2021)年度 R4(2022)年度 R5(2023)年度

全体 ▲ 16.2 ▲ 20.6 ▲ 24.4 ▲ 26.7 ▲ 69.6 ▲ 65.0 ▲ 51.0 ▲ 49.4 ▲ 28.0 ▲ 20.7 ▲ 13.1 ▲ 24.4 ▲ 7.4 ▲ 13.0 ▲ 8.5 ▲ 9.6 ▲ 1.7 ▲ 3.4

製造業 ▲ 18.5 ▲ 45.0 ▲ 28.1 ▲ 26.7 ▲ 68.9 ▲ 68.4 ▲ 54.8 ▲ 50.0 ▲ 20.1 ▲ 4.5 ▲ 0.6 ▲ 13.2 ▲ 12.9 ▲ 15.1 ▲ 9.1 ▲ 25.2 ▲ 10.7 ▲ 6.0

建設業 ▲ 9.8 ▲ 4.9 ▲ 11.6 ▲ 38.5 ▲ 37.5 ▲ 30.0 ▲ 19.0 ▲ 33.3 ▲ 31.4 ▲ 20.8 ▲ 22.0 ▲ 27.7 ▲ 21.9 ▲ 24.6 ▲ 18.8 ▲ 15.6 ▲ 11.0 ▲ 19.2

卸売業 ▲ 15.4 0.0 ▲ 18.2 ▲ 6.3 ▲ 55.6 ▲ 76.9 ▲ 71.4 ▲ 55.6 ▲ 36.4 ▲ 25.0 ▲ 11.8 ▲ 52.9 ▲ 4.5 ▲ 14.3 ▲ 26.7 ▲ 14.3 4.2 ▲ 16.7

小売業 ▲ 33.3 ▲ 15.4 ▲ 31.3 ▲ 7.9 ▲ 70.4 ▲ 60.7 ▲ 50.0 ▲ 38.1 ▲ 44.0 ▲ 41.7 ▲ 53.3 ▲ 45.5 ▲ 5.6 ▲ 25.0 ▲ 25.6 ▲ 2.2 ▲ 5.6 ▲ 5.6

サービス業 ▲ 9.6 ▲ 17.6 ▲ 22.6 ▲ 32.6 ▲ 78.5 ▲ 68.3 ▲ 51.9 ▲ 55.1 ▲ 33.7 ▲ 34.0 ▲ 15.2 ▲ 28.0 10.6 1.9 11.9 12.0 17.0 14.3
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【企業業種別】業況DIの推移 （令和元年度 第1四半期～令和5年度 第1四半期）
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【業況】 今期：+28.6とプラス幅が拡大した。 来期：+25.0とプラス幅が縮小する見通し。

【生産】 今期：▲25.0とマイナス幅が拡大した。 来期：▲8.3とマイナス幅が縮小する見通し。

【売上】 今期：＋39.3とプラス幅が拡大した。 来期：＋32.1とプラス幅が縮小する見通し。

【経常利益】 今期：＋35.7とプラス幅が拡大した。 来期：＋39.3とプラス幅が拡大する見通し。
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第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 見通し

R1（2019）年度 R2（2020）年度 R3（2021）年度 R4(2022)年度 R5(2023)年度

業況 ▲ 5.0 ▲ 20.0 ▲ 13.7 ▲ 49.0 ▲ 71.4 ▲ 54.5 ▲ 32.1 ▲ 28.1 2.9 18.2 12.1 ▲ 13.3 9.4 ▲ 6.9 ▲ 11.5 0.0 28.6 25.0

生産 17.9 0.0 ▲ 6.9 ▲ 66.7 ▲ 60.0 ▲ 68.8 ▲ 55.6 ▲ 23.5 35.5 29.4 20.0 ▲ 18.8 4.8 ▲ 37.5 ▲ 16.7 ▲ 20.0 ▲ 25.0 ▲ 8.3

売上 ▲ 2.4 0.0 ▲ 13.5 ▲ 49.0 ▲ 78.6 ▲ 60.6 ▲ 65.5 ▲ 30.3 ▲ 3.0 33.3 24.2 16.7 21.9 3.4 3.8 29.6 39.3 32.1

経常利益 ▲ 20.5 ▲ 17.0 ▲ 9.4 ▲ 46.9 ▲ 76.9 ▲ 53.1 ▲ 42.9 ▲ 25.8 14.7 45.5 51.5 33.3 50.0 24.1 48.0 18.5 35.7 39.3
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【大企業】①「業況・生産・売上・経常利益」の動向
（令和元年度 第1四半期～令和5年度 第1四半期）
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【在庫数量】 今期：＋5.9とプラス幅が縮小した。 来期：0.0とプラス幅が縮小する見通し。

【資金繰り】 今期：▲10.7とマイナスに転じた。 来期：▲3.6とマイナス幅が縮小する見通し。

【引合い】 今期：▲3.7とマイナス幅が縮小した。 来期：▲3.7と同水準の見通し。
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第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 見通し

R1（2019）年度 R2（2020）年度 R3（2021）年度 R4(2022)年度 R5(2023)年度

在庫数量 24.1 15.6 16.1 ▲ 7.7 ▲ 4.8 ▲ 30.0 ▲ 23.8 ▲ 33.3 ▲ 13.6 0.0 ▲ 4.2 4.8 0.0 14.3 5.9 18.8 5.9 0.0

資金繰り ▲ 2.9 ▲ 2.4 ▲ 2.1 ▲ 22.9 ▲ 34.8 ▲ 17.9 3.8 ▲ 10.3 ▲ 3.3 7.1 ▲ 13.8 ▲ 3.6 ▲ 3.1 ▲ 3.4 ▲ 4.2 3.7 ▲ 10.7 ▲ 3.6

引合い ▲ 5.1 9.1 ▲ 7.7 ▲ 30.6 ▲ 66.7 ▲ 40.0 ▲ 37.0 ▲ 18.8 ▲ 15.2 ▲ 13.3 0.0 ▲ 3.8 ▲ 6.5 ▲ 10.7 ▲ 8.0 ▲ 11.5 ▲ 3.7 ▲ 3.7
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【大企業】②「在庫数量・資金繰り・引合い」の動向
（令和元年度 第1四半期～令和5年度 第1四半期）
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【業況】 今期：▲3.9とマイナス幅が縮小した。 来期：▲5.5とマイナス幅が拡大する見通し。

【生産】 今期：▲18.2とマイナス幅が拡大した。 来期：▲2.9とマイナス幅が縮小する見通し。

【売上】 今期：▲1.3とマイナス幅が縮小した。 来期：▲4.2とマイナス幅が拡大する見通し。

【経常利益】 今期：＋8.3とプラスに転じた。 来期：＋9.6とプラス幅が拡大する見通し。
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第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 見通し

R1（2019）年度 R2（2020）年度 R3（2021）年度 R4（2022）年度 R5（2023）年度

業況 ▲ 17.3 ▲ 20.7 ▲ 26.0 ▲ 23.2 ▲ 69.4 ▲ 66.5 ▲ 53.4 ▲ 52.7 ▲ 31.8 ▲ 25.0 ▲ 15.6 ▲ 25.4 ▲ 8.8 ▲ 13.5 ▲ 8.3 ▲ 10.4 ▲ 3.9 ▲ 5.5

生産 ▲ 21.1 ▲ 34.2 ▲ 26.3 ▲ 31.3 ▲ 68.4 ▲ 66.7 ▲ 64.8 ▲ 59.6 ▲ 22.0 ▲ 1.8 7.8 ▲ 8.0 ▲ 10.1 ▲ 3.8 0.8 ▲ 9.5 ▲ 18.2 ▲ 2.9

売上 ▲ 14.9 ▲ 24.3 ▲ 26.5 ▲ 23.4 ▲ 71.8 ▲ 66.2 ▲ 59.3 ▲ 51.7 ▲ 27.2 ▲ 20.3 ▲ 19.9 ▲ 24.0 ▲ 2.7 0.5 ▲ 2.0 ▲ 3.8 ▲ 1.3 ▲ 4.2

経常利益 ▲ 19.8 ▲ 28.0 ▲ 29.5 ▲ 25.4 ▲ 68.4 ▲ 68.6 ▲ 55.1 ▲ 51.0 ▲ 29.8 ▲ 9.8 ▲ 5.8 ▲ 11.1 ▲ 4.3 4.3 0.3 ▲ 5.3 8.3 9.6
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【中小企業】①「業況・生産・売上・経常利益」の動向
（令和元年度 第1四半期～令和5年度 第1四半期）

業況

生産

売上

経常利益



【在庫数量】 今期：＋5.7とプラス幅が拡大した。 来期：＋4.3とプラス幅が縮小する見通し。

【資金繰り】 今期：▲8.9とマイナス幅が縮小した。 来期：▲10.2とマイナス幅が拡大する見通し。

【引合い】 今期：▲11.0とマイナス幅が縮小した。 来期：▲9.7とマイナス幅が縮小する見通し。

景 況 調 査 結 果 報 告 書 (令和5年度 第1四半期)

1. 調査概要 2. 全体 4. 業種別 5. 追加設問
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第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 見通し

R1（2019）年度 R2（2020）年度 R3（2021）年度 R4（2022）年度 R5（2023）年度

在庫数量 ▲ 6.1 ▲ 6.9 ▲ 6.3 ▲ 6.4 ▲ 14.1 ▲ 14.4 ▲ 10.9 ▲ 17.4 ▲ 12.0 ▲ 3.2 2.3 ▲ 4.5 ▲ 1.5 ▲ 6.8 5.5 0.6 5.7 4.3

資金繰り ▲ 4.1 ▲ 7.9 ▲ 10.3 ▲ 10.2 ▲ 37.8 ▲ 23.8 ▲ 14.5 ▲ 21.7 ▲ 15.7 ▲ 16.1 ▲ 19.7 ▲ 24.8 ▲ 14.7 ▲ 9.8 ▲ 10.1 ▲ 17.6 ▲ 8.9 ▲ 10.2

引合い ▲ 7.3 ▲ 10.5 ▲ 18.5 ▲ 12.2 ▲ 62.6 ▲ 56.4 ▲ 40.3 ▲ 45.5 ▲ 32.6 ▲ 33.5 ▲ 18.6 ▲ 30.1 ▲ 15.8 ▲ 13.7 ▲ 9.0 ▲ 18.8 ▲ 11.0 ▲ 9.7
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【中小企業】②「在庫数量・資金繰り・引合い」の動向
（令和元年度 第1四半期～令和5年度 第1四半期）

在庫数量

資金繰り

引合い



景 況 調 査 結 果 報 告 書 (令和5年度 第1四半期)

1. 調査概要 2. 全体 3. 規模別 5. 追加設問

【業況】 今期：▲10.7とマイナス幅が縮小した。 来期：▲6.0とマイナス幅が縮小する見通し。

【生産】 今期：▲18.8とマイナス幅が拡大した。 来期：▲3.4とマイナス幅が縮小する見通し。

【売上】 今期：▲5.3とマイナス幅が縮小した。 来期：0.0とマイナス幅が縮小する見通し。

【経常利益】 今期：＋6.0とプラスに転じた。 来期：＋15.3とプラス幅が拡大する見通し。 13

第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 見通し

R1（2019）年度 R2（2020）年度 R3（2021）年度 R4（2022）年度 R5（2023）年度

業況 ▲ 18.1 ▲ 45.0 ▲ 28.1 ▲ 26.7 ▲ 68.9 ▲ 68.4 ▲ 54.8 ▲ 50.0 ▲ 20.7 ▲ 4.5 ▲ 0.6 ▲ 13.2 ▲ 12.9 ▲ 15.1 ▲ 9.1 ▲ 25.2 ▲ 10.7 ▲ 6.0

生産 ▲ 16.0 ▲ 29.3 ▲ 23.3 ▲ 40.9 ▲ 67.2 ▲ 67.0 ▲ 63.4 ▲ 53.8 ▲ 15.0 2.3 9.4 ▲ 9.1 ▲ 8.2 ▲ 7.0 ▲ 0.8 ▲ 10.3 ▲ 18.8 ▲ 3.4

売上 ▲ 16.6 ▲ 32.0 ▲ 25.7 ▲ 27.0 ▲ 72.0 ▲ 73.3 ▲ 66.9 ▲ 51.9 ▲ 21.6 ▲ 0.8 1.3 ▲ 6.3 ▲ 2.4 4.1 5.3 ▲ 7.9 ▲ 5.3 0.0

経常利益 ▲ 23.6 ▲ 37.8 ▲ 27.4 ▲ 23.6 ▲ 65.9 ▲ 70.1 ▲ 57.6 ▲ 43.9 ▲ 14.4 12.1 12.3 6.3 2.9 4.1 12.9 ▲ 11.0 6.0 15.3
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【製造業】①「業況・生産・売上・経常利益」の動向
（令和元年度 第1四半期～令和5年度 第1四半期）

業況

生産

売上

経常利益



【在庫数量】 今期：＋6.0とプラス幅が拡大した。 来期：＋2.7とプラス幅が縮小する見通し。

【資金繰り】 今期：▲11.4とマイナス幅が縮小した。 来期：▲9.4とマイナス幅が縮小する見通し。

【引合い】 今期：▲10.1とマイナス幅が縮小した。 来期：▲3.4とマイナス幅が縮小する見通し。

景 況 調 査 結 果 報 告 書 (令和5年度 第1四半期)

1. 調査概要 2. 全体 3. 規模別 5. 追加設問
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第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 見通し

R1（2019）年度 R2（2020）年度 R3（2021）年度 R4（2022）年度 R5（2023）年度

在庫数量 0.5 ▲ 11.2 ▲ 7.7 ▲ 9.7 ▲ 9.2 ▲ 15.2 ▲ 13.8 ▲ 19.0 ▲ 8.8 1.6 4.0 ▲ 1.3 ▲ 0.6 0.0 4.6 3.1 6.0 2.7

資金繰り ▲ 5.3 ▲ 16.0 ▲ 11.8 ▲ 11.6 ▲ 33.1 ▲ 20.7 ▲ 7.3 ▲ 14.3 ▲ 7.2 ▲ 4.8 ▲ 17.9 ▲ 15.3 ▲ 17.0 ▲ 10.5 ▲ 12.2 ▲ 18.3 ▲ 11.4 ▲ 9.4

引合い ▲ 6.3 ▲ 17.8 ▲ 15.1 ▲ 12.7 ▲ 58.8 ▲ 54.4 ▲ 48.0 ▲ 40.6 ▲ 21.2 ▲ 18.9 ▲ 5.3 ▲ 17.4 ▲ 12.9 ▲ 4.7 ▲ 3.8 ▲ 20.0 ▲ 10.1 ▲ 3.4
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【製造業】②「在庫数量・資金繰り・引合い」の動向
（令和元年度 第1四半期～令和5年度 第1四半期）

在庫数量

資金繰り

引合い



【業況】 今期：▲11.0とマイナス幅が縮小した。 来期：▲19.2とマイナス幅が拡大する見通し。

【売上】 今期：▲19.2とマイナス幅が拡大した。 来期：▲31.5とマイナス幅が拡大する見通し。

【経常利益】 今期：＋16.4とプラス幅が拡大した。 来期：＋15.3とプラス幅が縮小する見通し。

景 況 調 査 結 果 報 告 書 (令和5年度 第1四半期)

1. 調査概要 2. 全体 3. 規模別 5. 追加設問
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第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 見通し

R1（2019）年度 R2（2020）年度 R3（2021）年度 R4（2022）年度 R5（2023）年度

業況 ▲ 9.8 ▲ 4.9 ▲ 11.6 ▲ 38.5 ▲ 37.5 ▲ 30.0 ▲ 19.0 ▲ 33.3 ▲ 52.4 ▲ 20.8 ▲ 22.0 ▲ 27.7 ▲ 21.9 ▲ 24.6 ▲ 18.8 ▲ 15.6 ▲ 11.0 ▲ 19.2

売上 ▲ 7.8 2.4 ▲ 14.0 ▲ 33.3 ▲ 52.9 ▲ 40.0 ▲ 18.2 ▲ 27.3 ▲ 36.4 ▲ 27.1 ▲ 33.3 ▲ 32.3 ▲ 21.9 ▲ 20.3 ▲ 25.7 ▲ 12.5 ▲ 19.2 ▲ 31.5

経常利益 ▲ 19.6 ▲ 9.8 ▲ 11.6 ▲ 38.5 ▲ 33.3 ▲ 40.0 ▲ 13.6 ▲ 23.8 ▲ 47.6 4.3 1.7 4.7 11.0 20.0 ▲ 4.3 12.5 16.4 15.3
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【建設業】①「業況・売上・経常利益」の動向
（令和元年度 第1四半期～令和5年度 第1四半期）

業況

売上

経常利益



【資金繰り】 今期：▲4.1とマイナス幅が縮小した。 来期：▲9.6とマイナス幅が拡大する見通し。

【引合い】 今期：▲19.2とマイナス幅が拡大した。 来期：▲26.0とマイナス幅が拡大する見通し。

景 況 調 査 結 果 報 告 書 (令和5年度 第1四半期)

1. 調査概要 2. 全体 3. 規模別 5. 追加設問

16

第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 見通し

R1（2019）年度 R2（2020）年度 R3（2021）年度 R4（2022）年度 R5年度

資金繰り 3.9 14.6 6.8 ▲ 5.1 ▲ 18.8 0.0 9.1 ▲ 9.5 ▲ 19.0 ▲ 9.1 ▲ 16.1 ▲ 13.3 ▲ 11.0 ▲ 2.9 ▲ 4.5 ▲ 15.6 ▲ 4.1 ▲ 9.6

引合い 4.1 9.5 ▲ 20.0 ▲ 23.7 ▲ 76.5 ▲ 38.1 ▲ 9.5 ▲ 19.0 ▲ 42.9 ▲ 27.3 ▲ 18.2 ▲ 27.1 ▲ 23.6 ▲ 20.3 ▲ 19.1 ▲ 10.9 ▲ 19.2 ▲ 26.0

▲ 4.1

▲ 19.2

▲ 80.0

▲ 70.0

▲ 60.0

▲ 50.0

▲ 40.0

▲ 30.0

▲ 20.0

▲ 10.0

0.0

10.0

20.0

【建設業】②「資金繰り・引合い」の動向
（令和元年度 第1四半期～令和5年度 第1四半期）

資金繰り

引合い



【業況】 今期：＋4.2とプラスに転じた。 来期：▲16.7とマイナスに転じる見込み。

【売上】 今期：0.0とプラス幅が縮小した。 来期：▲16.7とマイナス幅が拡大する見通し。

【経常利益】 今期：▲4.2とマイナス幅が縮小した。 来期：▲8.3とマイナス幅が拡大する見通し。

景 況 調 査 結 果 報 告 書 (令和5年度 第1四半期)

1. 調査概要 2. 全体 3. 規模別 5. 追加設問
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第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 見通し

R1（2019）年度 R2（2020）年度 R3（2021）年度 R4（2022）年度 R5（2023）年度

業況 ▲ 15.4 0.0 ▲ 18.2 ▲ 6.3 ▲ 55.6 ▲ 76.9 ▲ 71.4 ▲ 55.6 ▲ 36.4 ▲ 25.0 ▲ 11.8 ▲ 52.9 ▲ 4.5 ▲ 14.3 ▲ 26.7 ▲ 14.3 4.2 ▲ 16.7

売上 ▲ 19.2 ▲ 13.3 ▲ 18.2 6.3 ▲ 44.4 ▲ 53.8 ▲ 71.4 ▲ 66.7 ▲ 36.4 ▲ 18.8 ▲ 29.4 ▲ 64.7 4.5 0.0 ▲ 13.3 7.1 0.0 ▲ 16.7

経常利益 ▲ 19.2 0.0 ▲ 18.2 0.0 ▲ 44.4 ▲ 76.9 ▲ 71.4 ▲ 66.7 ▲ 36.4 6.3 ▲ 18.8 ▲ 41.2 ▲ 22.7 ▲ 7.1 ▲ 6.7 ▲ 14.3 ▲ 4.2 ▲ 8.3
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【卸売業】①「業況・売上・経常利益」の動向
（令和元年度 第1四半期～令和5年度 第1四半期）

業況

売上

経常利益



【在庫数量】 今期：▲12.5とマイナスに転じた。 来期：▲4.2とマイナス幅が減少する見通し。

【資金繰り】 今期：▲8.7とマイナス幅が縮小した。 来期：▲13.0とマイナス幅が拡大する見通し。

【引合い】 今期：▲29.2とマイナス幅が拡大した。 来期：▲29.2と同水準の見通し。

景 況 調 査 結 果 報 告 書 (令和5年度 第1四半期)

1. 調査概要 2. 全体 3. 規模別 5. 追加設問

18

第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 見通し

R1（2019）年度 R2（2020）年度 R3（2021）年度 R4（2022）年度 R5（2023）年度

在庫数量 ▲ 16.7 6.7 13.6 ▲ 8.3 ▲ 28.6 ▲ 23.1 14.3 ▲ 22.2 0.0 ▲ 6.7 ▲ 5.9 ▲ 12.5 9.1 ▲ 14.8 13.8 7.1 ▲ 12.5 ▲ 4.2

資金繰り ▲ 18.5 0.0 ▲ 4.8 ▲ 20.0 ▲ 55.6 ▲ 8.3 ▲ 28.6 ▲ 22.2 ▲ 27.3 ▲ 25.0 ▲ 29.4 ▲ 31.3 ▲ 9.1 ▲ 14.8 ▲ 13.3 ▲ 25.0 ▲ 8.7 ▲ 13.0

引合い ▲ 15.4 ▲ 13.3 ▲ 23.8 ▲ 18.8 ▲ 66.7 ▲ 61.5 ▲ 71.4 ▲ 55.6 ▲ 27.3 ▲ 37.5 ▲ 35.3 ▲ 46.7 ▲ 31.8 ▲ 32.1 ▲ 20.0 ▲ 25.0 ▲ 29.2 ▲ 29.2

▲ 12.5

▲ 8.7

▲ 29.2

▲ 80.0

▲ 70.0

▲ 60.0

▲ 50.0

▲ 40.0

▲ 30.0

▲ 20.0

▲ 10.0

0.0

10.0

20.0

【卸売業】②「在庫数量・資金繰り・引合い」の動向
（令和元年度 第1四半期～令和5年度 第1四半期）

在庫数量

資金繰り

引合い



【業況】 今期：▲5.6とマイナス幅が拡大した。 来期：▲5.6と同水準の見通し。

【売上】 今期：▲1.9とマイナスに転じた。 来期：▲1.9と同水準の見通し。

【経常利益】 今期：＋7.4とプラスに転じた。 来期：＋3.7とプラス幅が縮小する見通し。

景 況 調 査 結 果 報 告 書 (令和5年度 第1四半期)

1. 調査概要 2. 全体 3. 規模別 5. 追加設問
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第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 見通し

R1（2019）年度 R2（2020）年度 R3（2021）年度 R4（2022）年度 R5（2023）年度

業況 ▲ 33.3 ▲ 15.4 ▲ 31.3 ▲ 7.9 ▲ 70.4 ▲ 60.7 ▲ 50.0 ▲ 38.1 ▲ 38.5 ▲ 41.7 ▲ 53.3 ▲ 45.5 ▲ 5.6 ▲ 25.0 ▲ 25.6 ▲ 2.2 ▲ 5.6 ▲ 5.6

売上 ▲ 11.4 ▲ 22.2 ▲ 30.3 2.6 ▲ 88.5 ▲ 64.3 ▲ 66.7 ▲ 45.0 ▲ 33.3 ▲ 41.7 ▲ 46.7 ▲ 21.2 5.6 ▲ 7.1 ▲ 11.6 8.7 ▲ 1.9 ▲ 1.9

経常利益 ▲ 30.6 ▲ 7.4 ▲ 36.4 ▲ 18.4 ▲ 88.9 ▲ 64.3 ▲ 52.4 ▲ 40.9 ▲ 29.6 ▲ 22.2 ▲ 33.3 ▲ 9.1 2.8 0.0 ▲ 14.0 ▲ 13.0 7.4 3.7
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【小売業】①「業況・売上・経常利益」の動向
（令和元年度 第1四半期～令和5年度 第1四半期）

業況
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経常利益



【在庫数量】 今期：＋13.5とプラスに転じた。 来期：＋11.5とプラス幅が縮小する見通し。

【資金繰り】 今期：▲26.4とマイナス幅が拡大した。 来期：▲22.6とマイナス幅が縮小する見通し。

【引合い】 今期：▲11.1とマイナス幅が縮小した。 来期：▲5.6とマイナス幅が縮小する見通し。

景 況 調 査 結 果 報 告 書 (令和5年度 第1四半期)

1. 調査概要 2. 全体 3. 規模別 5. 追加設問
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第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 見通し

R1（2019）年度 R2（2020）年度 R3（2021）年度 R4（2022）年度 R5（2023）年度

在庫数量 ▲ 11.8 ▲ 3.8 9.1 10.0 ▲ 27.3 ▲ 20.0 ▲ 17.6 ▲ 23.8 ▲ 36.0 ▲ 17.6 ▲ 7.1 ▲ 9.7 ▲ 11.4 ▲ 25.0 2.6 ▲ 5.0 13.5 11.5

資金繰り ▲ 7.7 ▲ 7.1 ▲ 16.7 ▲ 2.7 ▲ 37.0 ▲ 22.2 ▲ 23.8 ▲ 27.3 ▲ 18.5 ▲ 24.2 ▲ 32.1 ▲ 38.7 ▲ 16.7 ▲ 22.2 ▲ 20.9 ▲ 15.2 ▲ 26.4 ▲ 22.6

引合い ▲ 28.9 3.6 ▲ 28.6 5.4 ▲ 63.0 ▲ 51.9 ▲ 47.6 ▲ 31.8 ▲ 22.2 ▲ 54.3 ▲ 37.9 ▲ 33.3 ▲ 13.9 ▲ 28.6 ▲ 23.3 ▲ 19.6 ▲ 11.1 ▲ 5.6
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【小売業】②「在庫数量・資金繰り・引合い」の動向
（令和元年度 第1四半期～令和5年度 第1四半期）

在庫数量

資金繰り

引合い



【業況】 今期：＋17.0とプラス幅が拡大した。 来期：＋14.3とプラス幅が縮小する見通し。

【売上】 今期：＋26.1とプラス幅が拡大した。 来期：＋18.8とプラス幅が縮小する見通し。

【経常利益】 今期：＋16.1とプラス幅が拡大した。 来期：＋12.5とプラス幅が縮小する見通し。

景 況 調 査 結 果 報 告 書 (令和5年度 第1四半期)

1. 調査概要 2. 全体 3. 規模別 5. 追加設問
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第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 見通し

R1（2019）年度 R2（2020）年度 R3（2021）年度 R4（2022）年度 R5（2023）年度

業況 ▲ 9.6 ▲ 17.6 ▲ 22.6 ▲ 32.6 ▲ 78.5 ▲ 68.3 ▲ 51.9 ▲ 55.1 ▲ 33.7 ▲ 34.0 ▲ 15.2 ▲ 28.0 10.6 1.9 11.9 12.0 17.0 14.3

売上 ▲ 10.4 ▲ 12.9 ▲ 27.5 ▲ 40.8 ▲ 75.6 ▲ 63.0 ▲ 58.0 ▲ 49.4 ▲ 20.9 ▲ 17.5 ▲ 20.2 ▲ 28.0 13.5 11.7 13.9 7.0 26.1 18.8

経常利益 ▲ 9.4 ▲ 22.6 ▲ 30.9 ▲ 40.8 ▲ 77.9 ▲ 67.5 ▲ 57.5 ▲ 59.0 ▲ 34.5 ▲ 25.8 ▲ 9.0 ▲ 29.9 ▲ 8.7 3.8 7.0 3.0 16.1 12.5
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【サービス業】①「業況・売上・経常利益」の動向
（令和元年度 第1四半期～令和5年度 第1四半期）
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【資金繰り】 今期：▲0.9とマイナス幅が縮小した。 来期：▲3.6とマイナス幅が拡大する見通し。

【引合い】 今期：▲0.9とマイナス幅が縮小した。 来期：▲3.6とマイナス幅が拡大する見通し。

景 況 調 査 結 果 報 告 書 (令和5年度 第1四半期)

1. 調査概要 2. 全体 3. 規模別 5. 追加設問
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第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 第２ 第３ 第４ 第１ 見通し

R1（2019）年度 R2（2020）年度 R3（2021）年度 R4（2022）年度 R5（2023）年度

資金繰り 1.0 ▲ 3.1 ▲ 9.9 ▲ 17.5 ▲ 46.8 ▲ 34.6 ▲ 22.5 ▲ 29.1 ▲ 25.3 ▲ 23.1 ▲ 17.4 ▲ 34.3 ▲ 10.7 ▲ 6.7 ▲ 4.1 ▲ 11.1 ▲ 0.9 ▲ 3.6

引合い ▲ 3.8 ▲ 1.0 ▲ 8.1 ▲ 21.6 ▲ 66.7 ▲ 58.5 ▲ 30.9 ▲ 50.6 ▲ 47.1 ▲ 41.6 ▲ 25.3 ▲ 40.4 ▲ 9.6 ▲ 14.4 1.0 ▲ 18.4 ▲ 0.9 ▲ 3.6
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【サービス業】②「資金繰り・引合い」の動向
（令和元年度 第1四半期～令和5年度 第1四半期）

資金繰り

引合い



業況
判断

企業コメント 業種

好
転

コロナ禍の終了により、飲食部門の売上が改善の見込み。 小売業

コロナウイルス感染症の５類移行に伴い、来客数・売上額が増加する見通し。 サービス業

付加価値の高い製品へのシフトを行い、少し利益改善が進んだ。 製造業

新型コロナによる行動制限がなくなり日本酒の引き合いが順調。中国向け輸出も再開した。 製造業

人手不足は続いており、高齢化が著しい。働き手の確保や後継者の育成が喫緊の課題である。 建設業

不
変

原材料、副資材、水道光熱費等の値上げ分の価格転嫁が追い付いておらず、利益率が悪化している状態が
続いている。

製造業

人手については5月以降、求人に対する応募状況が好転し、採用に繋がっている。 サービス業

仕入価格値上げによる販売価格転嫁によって売上額は昨年と比べて増加の見通し。 小売業

原材料費高騰に伴い、利益改善見込めず。 製造業

部品の価格上昇や、部品が手に入りにくい状態が続いている。 製造業

悪
化

ロシアによるウクライナ戦争や円安、物流費の高騰、原油高などの影響があり、原価、物価の高騰が
収まらない。

小売業

売上は幾分回復してきているが、飼料代、電気代等の高騰により業績的には厳しい状況にある。 製造業

電子部品入手困難による生産減少。来期7月以降改善の見通し。 製造業

仕入価格の上昇と人手不足による営業体制の変更により、売上、収支共に悪化の見通し。 小売業

景 況 調 査 結 果 報 告 書 (令和5年度 第1四半期)

1. 調査概要 2. 全体 3. 規模別 5. 追加設問
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景 況 調 査 結 果 報 告 書 (令和5年度 第1四半期)

1. 調査概要 2. 全体 3. 規模別 4. 業種別

エネルギー・原材料価格の上昇が及ぼす影響（全体）

• エネルギー・原材料価格上昇の影響について尋ねたところ、「悪影響がある」が最も多かった。

• 「悪影響がある」と「少し悪影響がある」の合計は、全体の約95％に上った。

※端数の四捨五入により、各項目の合計が100%とならない場合がある
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0 50 100 150 200 250 300

１．悪影響がある

２．少し悪影響がある

３．影響はない

４．少し好影響がある

５．好影響がある

６．分からない

エネルギー・原材料価格上昇の影響（１つ選択、回答数：413）

製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業

251(60.8%)

140（33.9%)

11（2.7%)

4（1.0%)

2（0.5%)

5（1.2%)

（社）



景 況 調 査 結 果 報 告 書 (令和5年度 第1四半期)

1. 調査概要 2. 全体 3. 規模別 4. 業種別

エネルギー・原材料価格の上昇が及ぼす影響（第３四半期との比較）

• エネルギー・原材料価格上昇の影響について、令和4年度第３四半期と令和５年度第１四半期
を比較したところ、「悪影響がある」と「少し悪影響がある」の合計は、いずれも全体の90％以
上を占めた。
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61.4%

60.8%

32.7%

33.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和4年度

第３四半期

(10～12月期)

令和5年度

第１四半期

(4～6月期) 

エネルギー・原材料価格上昇の影響 （１つ選択）

１．悪影響がある ２．少し悪影響がある ３．影響はない ４．少し好影響がある ５．好影響がある ６．分からない



エネルギー・原材料価格の上昇が及ぼす影響（業種別）

• エネルギー・原材料価格上昇の影響について業種別にみると、「悪影響がある」と「少し悪影響
がある」の合計は、全業種で90％を超えた。

• 製造業、卸売業、小売業では、「悪影響がある」が60％を超えた。

景 況 調 査 結 果 報 告 書 (令和5年度 第1四半期)

1. 調査概要 2. 全体 3. 規模別 4. 業種別
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

エネルギー・原材料価格上昇の影響 （１つ選択）

１．悪影響がある ２．少し悪影響がある ３．影響はない ４．少し好影響がある ５．好影響がある ６．分からない



エネルギー・原材料価格の上昇が及ぼす悪影響の内容（全体）

• エネルギー・原材料価格上昇の悪影響の内容を尋ねたところ、「仕入価格の上昇」が最も多
かった。

• 次いで「光熱費の上昇」、「燃料費の上昇」の順に多かった。

景 況 調 査 結 果 報 告 書 (令和5年度 第1四半期)

1. 調査概要 2. 全体 3. 規模別 4. 業種別

27
※端数の四捨五入により、各項目の合計が100%とならない場合がある

0 50 100 150 200 250

１．燃料費の上昇（ガソリン代等）

２．仕入価格の上昇

３．光熱費の上昇（電気・ガス料金）

４．輸送費の上昇

５．売上の減少

６．その他

エネルギー・原材料価格上昇の悪影響の内容 （１つ選択、回答数：391）

製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業

66（16.9％）

（社）

195（49.9％）

102（26.1％）

9（2.3％）

14（3.6％）

5（1.3％）



エネルギー・原材料価格の上昇が及ぼす悪影響の内容（第３四半期との比較）

• エネルギー・原材料価格上昇の悪影響の内容について、令和4年度第３四半期と令和５年度第
１四半期を比較したところ、「光熱費の上昇」の割合が増加した。

景 況 調 査 結 果 報 告 書 (令和5年度 第1四半期)

1. 調査概要 2. 全体 3. 規模別 4. 業種別
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21.2%

16.9%

53.1%

49.9%

19.5%

26.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和4年度

第３四半期

(10～12月期)

令和5年度

第１四半期

(4～6月期) 

エネルギー・原材料価格上昇の悪影響の内容

１．燃料費の上昇（ガソリン代等） ２．仕入価格の上昇 ３．光熱費の上昇（電気・ガス料金）

４．輸送費の上昇 ５．売上の減少 ６．その他



エネルギー・原材料価格の上昇が及ぼす悪影響の内容（業種別）

• エネルギー・原材料価格上昇の悪影響の内容について業種別にみると、サービス業では「光熱
費の上昇」が最も多く、その他の業種では「仕入価格の上昇」が最も多かった。

• 建設業では7割以上の企業が「仕入価格の上昇」と回答した。

景 況 調 査 結 果 報 告 書 (令和5年度 第1四半期)

1. 調査概要 2. 全体 3. 規模別 4. 業種別
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

エネルギー・原材料価格上昇の悪影響の内容 （１つ選択）

１．燃料費の上昇（ガソリン代等） ２．仕入価格の上昇 ３．光熱費の上昇（電気・ガス料金）

４．輸送費の上昇 ５．売上の減少 ６．その他



電気料金の料金総額の変化（全体）

• 電気料金について、料金総額が１年前と比べてどのように変化したかを尋ねたところ、
「【増加】20～39％」が最も多かった。

• 次いで「 【増加】1～19％ 」、「 【増加】40～59％ 」の順に多かった。

景 況 調 査 結 果 報 告 書 (令和5年度 第1四半期)

1. 調査概要 2. 全体 3. 規模別 4. 業種別

30※端数の四捨五入により、各項目の合計が100%とならない場合がある

0 20 40 60 80 100 120 140

１．【増加】１００％以上（２倍以上）

２．【増加】８０～９９％

３．【増加】６０～７９％

４．【増加】４０～５９％

５．【増加】２０～３９％

６．【増加】１～１９％

７． 変わらない

８． 減少

９． 分からない

電気料金の料金総額の変化（１つ選択、回答数：391）

製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業

93(23.8%)

33(8.4%)

25（6.4%)

3(0.8%)

7(1.8%)

（社）

13(3.3%)

68(17.4%)

16(4.1%)

133
(34.0%)



電気料金の料金総額の変化（業種別）

• 電気料金の総額の変化について業種別にみると、製造業、建設業、小売業、サービス業では
「【増加】20～39％」が最も多く、卸売業では「【増加】1～19％」が最も多かった。

景 況 調 査 結 果 報 告 書 (令和5年度 第1四半期)

1. 調査概要 2. 全体 3. 規模別 4. 業種別
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

電気料金の料金総額の変化（業種別）

１．【増加】１００％以上（２倍以上） ２．【増加】８０～９９％ ３．【増加】６０～７９％

４．【増加】４０～５９％ ５．【増加】２０～３９％ ６．【増加】１～１９％

７． 変わらない ８． 減少 ９． 分からない



エネルギー・原材料価格の上昇への対策（全体）

• エネルギー・原材料価格上昇への対策を尋ねたところ、「販売価格への転嫁」が最も多かった。

• 次いで「経費の削減」、「特になし」の順に多かった。

景 況 調 査 結 果 報 告 書 (令和5年度 第1四半期)

1. 調査概要 2. 全体 3. 規模別 4. 業種別
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※端数の四捨五入により、各項目の合計が100%とならない場合がある

0 20 40 60 80 100 120 140 160 180 200

１．経費の削減

２．販売価格への転嫁

３．仕入先との値下げ交渉

４．仕入先の変更

５．代替品の検討

６．省エネ設備の導入

７．事業の縮小

８．特になし

９．その他

エネルギー・原材料価格上昇への対策 （１つ選択、回答数：391）

製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業

117(29.9%)

（社）

175
(44.8%)

12(3.1%)

5(1.3%)

7(1.8%)

16(4.1%)

5(1.3%)

46(11.8%)

8(2.0%)



エネルギー・原材料価格の上昇への対策（第３四半期との比較）

• エネルギー・原材料価格上昇への対策について、令和4年度第３四半期と令和５年度第１四半
期を比較したところ、「経費の削減」や「特になし」の割合が増加し、 「販売価格への転嫁」の割
合が減少した。

景 況 調 査 結 果 報 告 書 (令和5年度 第1四半期)

1. 調査概要 2. 全体 3. 規模別 4. 業種別
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28.2%

29.9%

51.4%

44.8%

8.8%

11.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和4年度

第３四半期

(10～12月期)

令和5年度

第１四半期

(4～6月期) 

エネルギー・原材料価格上昇への対策（１つ選択）

１．経費の削減 ２．販売価格への転嫁 ３．仕入先との値下げ交渉

４．仕入先の変更 ５．代替品の検討 ６．省エネ設備の導入

７．事業の縮小 ８．特になし ９．その他



エネルギー・原材料価格の上昇への対策（業種別）

• エネルギー・原材料価格上昇への対策について業種別にみると、小売業、サービス業では「経
費の削減」が最も多く、製造業、建設業、卸売業では「販売価格への転嫁」が最も多かった。

• 建設業、卸売業、サービス業では、1割以上の企業が「特になし」と回答した。

景 況 調 査 結 果 報 告 書 (令和5年度 第1四半期)

1. 調査概要 2. 全体 3. 規模別 4. 業種別
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

エネルギー・原材料価格上昇への対策（業種別）

１．経費の削減 ２．販売価格への転嫁 ３．仕入先との値下げ交渉

４．仕入先の変更 ５．代替品の検討 ６．省エネ設備の導入

７．事業の縮小 ８．特になし ９．その他



景 況 調 査 結 果 報 告 書 (令和5年度 第1四半期)

1. 調査概要 2. 全体 3. 規模別 4. 業種別

エネルギー・原材料価格上昇による販売価格への影響（全体）

• エネルギー・原材料価格上昇による販売価格への影響について尋ねたところ、「1～19％転
嫁」が最も多かった。

• 次いで「転嫁していない」、「 50～79％転嫁」の順に多かった。

※端数の四捨五入により、各項目の合計が100%とならない場合がある
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0 20 40 60 80 100 120 140

１．100%転嫁

２．80～99%転嫁

３．50～79%転嫁

４．20～49%転嫁

５．1～19%転嫁

６．転嫁していない

７．コスト増加の影響はない

８．その他

販売価格への影響（１つ選択、回答数：412）

製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業

34(8.3%)

（社）

26(6.3%)

58(14.1%)

56(13.6%)

119(28.9%)

97(23.5%)

12(2.9%)

10(2.4%)



景 況 調 査 結 果 報 告 書 (令和5年度 第1四半期)

1. 調査概要 2. 全体 3. 規模別 4. 業種別

エネルギー・原材料価格上昇による販売価格への影響（第３四半期との比較）

• エネルギー・原材料価格上昇による販売価格への影響について、令和4年度第３四半期と令和
５年度第１四半期を比較したところ、「転嫁していない」の割合が減少した。

• 一方で、価格転嫁率50％未満の割合は増加した（60％→66％）
※価格転嫁率50％未満…「20～49％転嫁」、「1～19％転嫁」、「転嫁していない」の合計
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7.2%

8.3%

8.5%

6.3%

16.5%

14.1%

12.5%

13.6%
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23.5%
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2.9%
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2.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和4年度

第３四半期

(10～12月期)

令和5年度

第１四半期

(4～6月期) 

販売価格への影響（１つ選択）

１．100%転嫁 ２．80～99%転嫁 ３．50～79%転嫁 ４．20～49%転嫁

５．1～19%転嫁 ６．転嫁していない ７．コスト増加の影響はない ８．その他



景 況 調 査 結 果 報 告 書 (令和5年度 第1四半期)

1. 調査概要 2. 全体 3. 規模別 4. 業種別

エネルギー・原材料価格上昇による販売価格への影響（業種別）

• エネルギー・原材料価格上昇による販売価格への影響について業種別にみると、製造業、建設
業は「 1～19％転嫁」が最も多く、卸売業、小売業は「転嫁していない」が最も多かった。
サービス業は、 「 1～19％転嫁」「転嫁していない」が同水準で最も多かった。
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

販売価格への影響（業種別）

１．100%転嫁 ２．80～99%転嫁 ３．50～79%転嫁
４．20～49%転嫁 ５．1～19%転嫁 ６．転嫁していない
７．コスト増加の影響はない ８．その他



0 20 40 60 80 100 120 140 160 180

１．取引先または消費者の理解が得られない

２．競合他社との価格競争（値上げによる売上減少等）

３．長期契約のため価格改定が困難

４．自社努力によりコスト増加分を吸収可能

５．自社の交渉力、または交渉自体が難しい

６．その他

価格転嫁ができない理由（１つ選択、回答数：364）

製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業

景 況 調 査 結 果 報 告 書 (令和5年度 第1四半期)

1. 調査概要 2. 全体 3. 規模別 4. 業種別

販売価格への転嫁ができない理由（全体）

• 販売価格への転嫁ができない理由について尋ねたところ、「競合他社との価格競争（値上げに
よる売上減少等）」が最も多かった。

• 次いで「取引先または消費者の理解が得られない」、「自社努力によりコスト増加分を吸収可
能」の順に多かった。
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※端数の四捨五入により、各項目の合計が100%とならない場合がある

101（27.7％）

（社）

154
（42.3％）

19（5.2％）

42（11.5％）

26（7.1％）

22（6.0％）



景 況 調 査 結 果 報 告 書 (令和5年度 第1四半期)

1. 調査概要 2. 全体 3. 規模別 4. 業種別

販売価格への転嫁ができない理由（業種別）

• 販売価格への転嫁ができない理由について、業種別にみると、サービス業では 「取引先また
は消費者の理解が得られない」が最も多く、その他の業種では「競合他社との価格競争（値上
げによる売上減少等）」が最も多かった。
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

価格転嫁ができない理由（業種別）

１．取引先または消費者の理解が得られない ２．競合他社との価格競争（値上げによる売上減少等）

３．長期契約のため価格改定が困難 ４．自社努力によりコスト増加分を吸収可能

５．自社の交渉力、または交渉自体が難しい ６．その他


